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みなとも WORKS 運営規程 

 

 ( 事業の目的 ) 

第１条 株式会社 Welloop が設置するみなとも WORKS( 以下「事業所」という。 )が実

施する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律( 平成１７年法律

第１２３号。以下「法」という。 )に基づく就労継続支援 B 型事業及び就労移行支援事

業の適正な運営を確保するために必要な人員及び管理運営に関する事項を定め、事業の

円滑な運営管理を図るとともに、従業者が当該事業所の支給決定を受けた障害者( 以下

「利用者」という。 )に対し、適正な障害福祉サービスを提供することを目的とする。 

 

 ( 運営の方針 ) 

第２条 事業所は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利

用者に対して、一定の期間にわたり、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて知識

及び能力の向上ために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものとする。ま

た、一般就労に必要な知識能力が高まった者に対して、一般就労への移行に向けて支援

する。 

２ 事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたって就労移行支援

を提供するよう努める。 

３ 事業所は、居宅に近い環境の中で、地域及び家族との結びつきを重視した運営を行う

ことを旨とし、市町村、指定障害者支援施設、指定障害福祉サービス事業を行う者その

他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。 

４ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者福

祉サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準( 平成１８年厚生労働省令第１７１

号 )指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例( 平

成２４年愛知県条例第７２号 )その他関係法令を遵守し、事業を実施する。 

 

 ( 事業所の名称等 ) 

第３条  指定就労継続支援 B 型及び就労移行支援を行う事業所の名称及び所在地は、次の

とおりとする。 

( 1 ) 名称 みなとも WORKS 

( 2 ) 所在地 愛知県弥富市鯏浦町西前新田４３番地 

 

 ( 従業者の職種、員数及び職務内容 ) 

第４条 事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

 ( 1 ) 管理者 １名( 常勤兼務 １名：サービス管理責任者と兼務 ) 

    管理者は、当該事業所の従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行うとと

もに、従業者に対し法令等を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

 ( 2 ) サービス管理責任者 １名( 常勤兼務 １名：管理者と兼務 )  

    サービス管理責任者は、個々の利用者について、アセスメント、個別支援計画の
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作成、継続的な評価等を行い、サービス内容と実施の手順に係る管理を行う。 

 ( 3 ) 職業指導員 １名( 常勤兼務 １名 ) 

    職業指導員は、個別支援計画に基づき、生産活動の機会の提供及び職場実習の開拓

を行い、就職後も職場定着を図るための支援を行う。 

 ( 4 ) 生活支援員 ３名( 常勤兼務 ２名、非常勤兼務 １名 ) 

    生活支援員は、個別支援計画に基づき、日常生活上の支援を行う。 

 ( 5 ) 就労支援員 ２名( 常勤兼務 １名、非常勤専従 １名 ) 

    就労支援員は、個別支援計画に基づき、職場実習のあっせん、求職活動の支援及び

就職後の職場定着のための支援を行う。 

 

( 事業所の営業日及び営業時間 ) 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

 ( 1 ) 営業日 月曜日から金曜日とする。ただし、国民の祝日に関する法律( 昭和２３年

法律第１７８号 )に定める休日並びに８月１３日から１６日及び１２月３０

日から１月３日までを除く。 

 ( 2 ) 営業時間 午前９時から午後５時までとする。 

 ( 3 ) サービス提供時間 午前１０時から午後３時までとする。 

 

 ( 事業所の利用定員 ) 

第６条  事業所の利用定員は、２０名とする。内訳は次の通りとする。 

就労継続支援 B 型：１４名、就労移行支援：６名 

 

 ( 主たる対象者 )   

第７条 事業所における主たる対象とする障害者は、次の通りとする。 

 ( 1 ) 身体障害者 ( 肢体不自由者 ) 

 ( 2 ) 難病等対象者 

 

 ( 通常の事業の実施地域 ) 

第８条 通常の実施地域は、弥富市、愛西市、蟹江町、飛島村、津島市及び名古屋市の地

域とする。 

２ 通常の実施地域以外の利用希望者に対し実施する場合もある。 

 

 ( 指定指定就労継続支援 B 型及び就労移行支援の内容 ) 

第９条 事業所が提供する就労移行支援の内容は、次のとおりとする。 

( 1 ) 個別支援計画の作成 

( 2 ) 就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練 

( 3 ) 生産活動の機会の提供 

( 4 ) 実習先企業等の紹介 

( 5 ) 施設外支援の実施 
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( 6 ) 施設外就労の実施 

( 7 ) 前各号を通じて、知識及び能力が高まった者について、就労への移行に向けた求

職等の支援 

( 8 ) 就労後の職場定着のための支援  

( 9 ) 自宅への送迎  

( 10 ) 前各号に掲げるもののほか、就労移行支援の利用者に必要な支援 

 

 ( 個別支援計画の作成等 ) 

第１０条 サービス管理責任者は、利用者について、その有する能力、その置かれている環

境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する就労及び生活やその課題

を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援する上での個別支

援計画を作成する。 

 

 ( 訓練 ) 

第１１条 事業所は、利用者の心身の状況、その有する能力及び利用者の希望する就労の

状況に応じ、利用者の就労支援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって訓

練を行なうものとする。 

 

 ( 生産活動 ) 

第１２条 事業所は、生産活動の機会の提供に当たっては、地域の実情並びに製品及びサー

ビスの需給状況等を考慮しつつ、利用者の心身の状況や意向、適正、障害の特性その他の

事情を踏まえて行うように努める。 

２ 事業所は、生産活動の機会の提供に当たっては、生産活動の能率の向上が図られるよ

う、利用者の障害の特性等を踏まえた工夫を行う。 

 

 ( 職場実習の実施 ) 

第１３条 事業所は、利用者が個別支援計画に沿って実習できるよう、実習の受入先の確

保に努める。 

２ 事業所は、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校等の関係

機関と連携して利用者の就労に対する適性及び要望に応じた職種、実習の受入先の確保に

努める。 

 

 ( 施設外支援 ) 

第１４条 事業所は、職場実習、求職活動等の施設外支援を実施する。 

 

 ( 施設外就労 ) 

第１５条 事業所は、一般就労への移行や工賃の引き上げを図るため、利用者と職員がユ

ニットを組み、企業から請け負った作業を当該企業内で行う施設外就労を実施する。 
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 ( 求職活動の支援の実施 ) 

第１６条 事業所は、公共職業安定所での求職登録等利用者が行う求職活動の支援に努め

る。 

２ 事業所は、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校等の関

係機関と連携して、利用者の就労に関する適正や要望に応じた職業開拓に努める。 

 

 ( 職場定着のための支援の実施 ) 

第１７条 事業所は、利用者の職場定着を促進するため、障害者就業・生活支援センター

等の関係機関と連携して、利用者が就職した日から６月以上、職業生活における相談等の

支援の継続に努める。 

 

 ( 工賃の支払 ) 

第１８条 事業所は、利用者に事業収入から事業に必要な経費を控除した額に相当する金

額を工賃として支払うものとする。利用者に支払う１月当たりの工賃の平均額は３千円

を下回らない額とする。また、工賃の水準を高めるよう努める。 

２ 事業所は、年度ごとに工賃の目標水準及び前年度に利用者に対し支払われた工賃の平

均額を利用者に通知するとともに、県に報告する。 

 

 ( 相談及び援助 ) 

第１９条 事業所は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努

め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の

援助を行う。 

 

 ( 支給決定障害者から受領する費用及びその額 ) 

第２０条 事業所は、指定就労継続支援 B 型及び指定就労移行支援を提供した際は、利用

者から当該指定就労継続支援 B 型及び当該指定就労移行支援に係る利用者負担額の支払

を受ける。 

２ 事業所は、法定代理受領を行わない指定就労継続支援 B 型及び指定就労移行支援を提

供した際は、利用者から法第２９条第３項の規定により算定された訓練等給付費又は法

第３０条第３項の規定により算定された特例訓練等給付費の額に９０分の１００( 法第

３１条の規定が適応される場合にあっては、１００分の１００を市町村特例割合で除し

て得た割合 )を乗じて得た額の支払を受ける。 

３ 事業所は、指定就労継続支援 B 型及び指定就労移行支援において提供する便宜に要す

る費用について、利用者に説明し、同意を得た場合は、当該利用者からその支払を受け

るものとする。 

４ 事業所は、前３項の費用の支払を受けたときは、当該費用にかかる領収証を交付する。 

 

 ( サービスの利用に当たっての留意事項 ) 

第２１条 利用者は施設内で次の行為をしてはならない。 
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( 1 ) 暴力的な要求行為。 

( 2 ) 法的な責任を超えた不当な要求行為。 

( 3 ) 施設の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

( 4 ) 風説を流布し、偽計または威力を用いて当施設の信用を毀損し、または当施設の

業務を妨害する行為。 

( 5 ) その他前各号に準ずる行為。 

  

 ( 緊急時等における対応方法 ) 

第２２条 事業所の従業者は、現に指定就労継続支援 B 型及び指定就労移行支援の提供を

行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機

関への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとする。 

 

 ( 非常災害対策 ) 

第２３条 事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、震

災、風水害、火災その他の非常災害時に利用者の安全を確保するために講ずべき必要な措

置に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡の体制を整備す

るものとする。 

２ 事業所は、非常災害に備えるため、前項の計画及び体制の内容を従業者に周知させる

とともに、定期的に避難訓練、救出訓練その他必要な訓練を行うものとする。 

３ 事業所は、非常災害時の利用者の安全及び利用者に対する適切な処遇の確保を図るため、

市町村、社会福祉施設、地域住民等との連携協力の体制を整備するものとする。 

 

 ( 虐待の防止のための措置 ) 

第２４条 事業所は、虐待防止に関する責任者の設置、虐待防止委員会の設置、従業者に対

する虐待防止啓発のための定期的な研修の実施、成年後見制度を活用した権利擁護、苦情

解決体制の整備、自治体における虐待防止に関する相談窓口の周知等、虐待防止のための

措置を講じる。 

 

( その他運営に関する重要事項 ) 

第２５条 事業所は、職員の資質の向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、

また、業務の執行体制についても検証、整備するものとする。 

( 1 ) 採用時研修 採用後3カ月以内 

( 2 ) 継続研修 年1回 

２ 職員は、その業務上知り得た利用者並びにその家族の秘密を保持するものとする。 

３ 職員であった者に、業務上知り得た利用者並びにその家族の秘密を保持するため、職

員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内

容とする。 

４ 事業所は他の指定障害福祉サービス事業者等に対して、利用者並びにその家族に関す

る情報を提供する際は、あらかじめ文書により利用者並びにその家族の同意を得るもの
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とする。 

５ 事業所は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備するものとする。 

６ 事業所は、就労移行支援に要した費用の請求及び受領に係る記録を整備し、当該費用

の受領の日から５年間保存するものとする。 

７ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は設置者と事業所の管理者との

協議に基づいて定めるものとする。 

 

附 則 

この規程は、令和６年５月１日から施行する。 


